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概 要 
少子高齢化が想定以上のスピードで進む中、日本企業が将来にわたってグローバル市場で戦っていくためには
競争力の源泉となる人材の確保が急務である。激しく変化し複雑になっていく世の中のニーズに応えるべく新し
いものを創造し提供し続けるには、人員数のみでなく、多様な視点や経験を持つ質の高い人的資源が不可欠であ
り、人材の多様性（ダイバシティ）を創造性に結び付けるマネジメントが求められていると考える。 
人材の多様性に関する議論は、性別や人種のカテゴリにおいてマイノリティであった女性や非白人を主な対象
として、米国を中心に発展してきており、ダイバシティマネジメントに関する研究も主に米国で行われてきた。
これに対し、本稿は米国でのダイバシティマネジメントの発展経緯や先行研究から得られる知見を活かしつつ
も、日本企業の、日本の本社組織における人材ダイバシティに注目した。 
日本でも人材ダイバシティに関する議論や事例研究は近年増えてきたが、その多くはジェンダー（性別）ダイ
バシティに関するものである。また、実際の企業の現場における取組みの多くも女性活躍やシニア活用という狭
義のダイバシティに留まっており、人材の属性としてもう一つ大きなカテゴリである国籍のダイバシティ、外国
人材の活用については進んでいるとは言い難い。外国人材の受け入れのための様々な政策的取組みにもかかわら
ず、日本の労働人口に占める外国人の比率は現状わずか 2%程度であり、そのうち高度外国人材と言われる人々
の数は更にわずかである。このような状況に対する問題意識から、本稿はこれまで日本のダイバシティマネジメ
ントにおいては主役ではなかった外国人材、その中でも所謂「高度外国人材」の採用に焦点を当て、「日本企業
が高度外国人材を多く採用できていないのは何故か、採用を増やすためには何が必要か」をリサーチクエスチョ
ンとして、ケーススタディの形で考察を行ったものである。 
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本論ではまず、米国における先行研究から、人材の多様性から引き出される利点を学習し日本企業への適応可
能性を考察した上で、ビジネススクールのキャリアマネジャーへのヒアリングや各種機関による企業へのアンケ
ートデータ等を元に日本における留学生を含む高度外国人の採用の現状を分析した。次に、日本企業において高
度外国人材の採用が進まない要因として 6 つの仮説（①そもそも採用のための取組みをしていない、②人材への
アプローチ不足、③選考・採用のプロセスが日本人向け「新卒一括採用」のまま、④専門性を生かした配属にな
っていないため入社後のモチベーションが保ちにくい、⑤入社後のサポート体制が不十分、⑥評価・報酬体系が
不明確）とそれぞれに対して有効と思われる施策を想定し、これに基づいて参考事例となりそうな企業計 8 社の
人事担当者へのインタビューによるケーススタディを行った。そこから新たに得たのは、高度外国人材の採用に
関する新たな 3 つの枠組みである。すなわち、日本企業がこれまでと違う外国籍人材を採用するためには、採用
業務は人事部のみに任せるのではなく経営トップが全社課題と認識して関与し会社全体を変革するくらいの覚悟
が必要であること、高度外国人材の採用を継続的に成功させるためには、採用プロセスそのものの改善以上に、
入社した人材を活用するための仕組みや取組みが鍵となること、更に入社した高度外国人材がモチベーションを
持って活躍する組織であるためには、当の外国人材を対象にした研修等よりも寧ろ、多数派である日本人社員の
意識や価値観を変革する取組みが有効であるという 3 点である。 
これらの発見を元にリサーチクエスチョンに対する答えとしての、高度外国人材の採用のために有効な要素は
１）大前提としての経営トップのコミットメント、２）高度外国人材を採用する事業上の具体的な目的を明確に
すること、３）採用した人材が定着するための環境整備にリソースを割くこと、４）一時的な採用で終わらせ
ず、当初の目的を達成し続けるために、採用プロセスへのフィードバックシステムを持つこと、の４つであると
いう結論に達した。事業上の具体的な目的が明確であれば、どこでどんな人材にアクセスするか、どのような選
考プロセスが有効かといったことがおのずと明らかになり、例えば従来の新卒一括採用システムでは、必要な人
材を採用することは難しいということが分かってくる。人材定着のための現実的な取組みとしては、言語の問題
をサポートすべくバイリンガル人材の確保や、孤立を防ぐための個別面談、客観的評価と市場を意識した報酬制
度といった施策が必要であろう。加えて、日本人社員も巻き込んだ異文化理解のための取組み、外国籍人材が加
わることで生じる緊張や衝突を必要なプロセスと認識して諦めずに対応するコンフリクトマネジメント、更には
報酬制度や働き方に関しても柔軟性をもって改革に臨む姿勢が有効であると考えた。更に、採用から職場環境の
整備に至るプロセスを回しつつ、入社後自社に適応し活躍するのはどんな人材か、あるいは定着せず退社した社
員は何が理由だったのか、といったフィードバックを次の採用サイクルに生かす仕組みを持つことも、継続的に
外国人材を採用するために有効であろうという見解を得るに至った。  
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第１章 序論 
第一節 研究の背景と問題意識 
日本の社会における少子高齢化が現実のものとなる中、企業が長期的に成長を続けるため
には将来にわたって人材の確保が喫緊の課題課題となっている。単に人員数を確保するとい
うことのみならず、グローバル化、デジタル化が進み VUCA（Volatile, Uncertain, Complex 
and Ambiguous）と言われる変化の激しい時代に対応してイノベーションを創出しつづける
ためには、多様な視点や経験を持つ質的な人材資源の確保が不可欠である。 
筆者がこれまで働いてきた資産運用業界や株式市場においても、ESG 投資（環境・社会・
ガバナンスに関する課題に取組む企業を評価する投資手法）の名のもとに、取締役や従業員
のダイバシティが進んでいる企業を積極的に評価する動きが大きくなってきている。これは、
「事業を通して人権や地域社会、働き方など社会の問題に取り組む企業を評価する」という
ESG の”S”(Social)の概念の中に、多様な人材を受け入れ経営や事業に生かすことは、企業の
長期的な持続性と価値創造につながるとの認識があるためである。最新の統計によると、世
界の ESG 投資の運用資産額は 30.7 兆ドルに拡大している。世界の投資家が企業を評価する
際に、業績や財務状況のみでなく、環境や多様性など、企業のマネジメントが社会の在り方
をどう捉え、考えているかを評価するようになってきたと言えよう。 
日本の大企業、外資系企業、スタートアップなど複数の企業で働いてきた筆者自身の経験
を振り返ってみても、性別や国籍、キャリア経験など異なる属性やバックグランウントを持
つ社員によって構成される組織はそうでない組織に比べて、異なるものの見方に寛容であり、
活発な議論を歓迎する雰囲気があって自分自身も成長できる環境であったように思う。また、
現在早稲田ビジネススクールで様々な国からの留学生と共に学ぶ中でも、日本人のみのコミ
ュニティでは得られないような発想や視野の広がり、新しく学ぶ機会を多く得ている。 
変化のスピードが速く将来の不確実が高まる現代の事業環境において、量的および質的に
十分な人材を確保するためには、日本企業においても人材のダイバシティ推進が必要であろ
う。しかし現状の日本企業においては、依然として従来からの雇用システムと組織、つまり
新卒一括採用、年功序列、終身雇用を前提とした雇用形態で働く、特に日本人の男性を中心
としたものになっている。人手不足が現実のものとなり、人材の多様化（ダイバシティ）を
推進しようという企業の数は増えているが、現実の取組みの多くは「女性活躍推進」や「シ
ニアの活用」に関するものに留まっている。子育て支援の勤務制度採用や女性マネジャー比
率の目標設定など、それ自体は大きな前進だが、一方で人材の属性としてもう一つ大きなカ
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テゴリである国籍のダイバシティに関しては非常に低水準である。日本の労働人口における
外国人の比率はわずか 2％と、OECD 各国の中でも低い。海外で事業展開を行う企業の海外
拠点や店舗では多くの非日本人社員が働いているが、日本国内、特に本社組織における所謂
ホワイトカラーの外国人材の雇用、活用は進んでいないのが現状である。近年、日本の大学
や大学院に留学するために来日している外国からの若者が増加しており、彼等の多くは卒業
後に日本での就職を望んでいるにもかかわらず、その就職率は 30%台と日本人の学生のそれ
に比べて格段に低いというデータもある。 
人材のダイバシティという言葉が頻繁に聞かれるようになってきた一方で、外国人材の雇
用が日本において進んでいないのは何故なのか、将来、様々な国の人々が日本企業で活躍す
る状況を創り出すためには何が必要なのか、ということが本稿の問題意識である。 
 
図表１：本研究の背景 
 
（出所）筆者作成 
 
 
第二節 研究の範囲と目的（リサーチ・クエスチョン） 
第一項 本研究の範囲と新規性 
人材の多様性に関する議論は、性別や人種、民族においてマイノリティとされる女性や非
白人を主な対象として米国を中心に発展してきており、企業におけるダイバシティマネジメ
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ントに関するこれまでの研究も主に米国で行われてきた。本稿では、米国でのダイバシティ
マネジメントの発展経緯や先行研究から得られる知見を活かしながらも、日本企業の、日本
の本社組織における人材ダイバシティに注目する。日本でも近年、人材ダイバシティに関す
る議論が増えており、事例研究も見られるものの、その多くはジェンダー（性別）ダイバシ
ティに関するものであり、企業の現場における実際の取組みも女性活用に最も重点がおかれ
ている。本稿では、第一節で述べた問題意識から発し、多様な人材カテゴリの中の外国人材、
その中でも所謂「高度外国人材」の採用に焦点を当てる。 
「高度外国人材」の定義は行政機関や関連組織によりまちまちであり、例えば日本貿易振
興機構（以下 JETRO）では以下のように定義している。 
 
1. 在留資格「高度専門職」、「研究」、「技術・人文知識・国際業務」、「経営・管理」、「法律・
会計業務」、「企業内転勤」等のいわゆる「専門的・技術的分野」に該当するもの 
2. 採用された場合、企業において、研究者やエンジニア等の専門職、海外進出等を担当す
る営業職、法務・会計等の専門職、経営に関わる役員や管理職等に従事するもの 
3. 日本国内または海外の大学・大学院卒業同等程度の最終学歴を有している 
 
また法務省入国管理局の「高度人材受入推進会議報告書」では、高度外国人材とは「国内
の資本・労働とは補完関係にあり，代替することが出来ない良質な人材」であり、「我が国の
産業にイノベーションをもたらすとともに、日本人との切磋琢磨を通じて専門的・技術的な
労働市場の発展を促し、我が国労働市場の効率性を高めることが期待される人材」と述べら
れている。 
簡潔に言えば高度外国人材とは、「人口減による人手不足の「代替型」の人材ではなく，日
本人にない特質を持つ「補完型」の人材である」（李、2019）ということができる。本稿では、
このような補完型の人材としての外国人材に加えて、その「卵」と位置付けられる日本の大
学や大学院への非日本人留学生を含めて研究の対象とする。これらの高度人材を活用し、将
来的な企業価値の向上に結び付けるには、採用した人材を育成し定着させ、彼等がビジネス
に貢献していくというプロセスが必要となるが、特にその入口となる採用の部分に焦点を当
てることとする。 
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第二項 研究の目的（リサーチクエスチョン） 
日本企業が高度外国人材を活用していくことは、創造性の源泉としての人材ダイバシティ
の一つのカテゴリとして有効であると考えるが、現実にはこういった人材の雇用は低水準に
留まっている。この背景にはどのような問題があるのかを探索し、日本企業における高度外
国人材の採用を増やすには企業側のどのような仕組みや施策が有効であるかを明らかにす
ることが本稿の目的である。 
 
図表１：本研究の対象（スコープ） 
１）人材ダイバシティのカテゴリ：「高度外国人材および留学生」 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）人材採用と活用のプロセス：「採用」 
 
（出所）筆者作成 
 
 
第三節 研究方法 
第 2 章以降では、まず外国人材の採用や活用を含めた人材ダイバシティが企業にもたらす
効果を考察するために、ダイバシティマネジメントに関する先行研究および文献を取り上げ、
本研究との関連について論じつつ考察する。次に、本稿における研究の背景となる日本にお
ける外国人雇用の現状について、政府機関や JETRO 等の公表データをもとに調査と分析を
行う。その上で、日本のビジネススクールのキャリアマネジャーおよび留学生へのヒアリン
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グ、外国籍人材の雇用に関する調査機関のアンケートデータから、日本企業と高度外国人材
が就職にあたって求める事項の差異を探索し、日本企業における高度外国人材の採用が進ん
でいないのは何故か、採用を進めるためには何が必要かについて仮説を構築する。そして仮
説に基づいて高度外国人材の採用に関して積極的で実績のある日本企業、および参考になる
と思われる外資系企業へのインタビューを行い、ケーススタディの形により仮説検証と探索
を行う。 
 
第２章 先行研究と外国人材市場の現状分析 
第一節 ダイバシティマネジメントに関する先行研究 
第一項 米国におけるダイバシティマネジメントの発展 
人材の多様性はビジネスとしての合理性にかない、企業運営にとって有効になりうるとい
うダイバシティマネジメントの考え方は、米国で発展してきた。1964 年の雇用機会均等法
（以下 EEO 法）委員会の設立から始まり、1970 年代には米国で女性やマイノリティに対す
る均等な機会の提供や格差是正を目的としたアファーマティブ・アクション（積極的差別是
正措置、以下 AA）の議論が活発化する。法律上の規定も強化されていき、企業各社がマイ
ノリティ雇用のための一定の目標値を設けるなどの施策を有するようになった。1980 年代に
入るとダイバシティ研究に多くの分野の研究者が参画するようになり、女性やマイノリティ
の地位向上を目的に「我慢して採用・登用」するのではなく、多様な労働力は企業の価値創
造の資源であるとするアプローチへと移行していく。1987 年にレーガン政権のもとで発表さ
れた 報告書 「Workforce2000」は、今後アメリカの労働力に占める白人男性の比率は大き
く減る一方で、女性やマイノリティ、移民の占める割合が拡大するというトレンドを示し、
企業にダイバシティマネジメントへの取り組みを喚起するひとつの契機となった。1990 年代
に入ると、ダイバシティマネジメントは AA や EEO 法プログラムが志向した社会的正当性
のための活動ではなく、多様な労働力を持ち、多様性がうまくマネジメントされれば有益に
なりうる（Jones et al, 1989）、良いダイバシティマネジメントは企業に採算性をもたらす
（Litvin, 2006）という考え方が形成され始めた。企業では、IBM がダイバシティマネジメン
トにおいて先駆的役割を果たしている。多様な市場に対応するには社員の多様性が必須であ
り、ダイバシティマネジメントを活用する企業は多様化する市場において競争優位となると
の考えに基づき、1993 年にガースナー会長（当時）はダイバシティマネジメントをビジネス
上の緊急課題とした。 
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第二項 多様性から引き出される利点 
そのような多様性が企業の有効性を高める因果関係を説明した代表的な研究に Ely and 
Thomas (2001)と Cox and Blake (1991)がある。その理論は属性を限定しておらず、現在の日
本における多様性の活用にも有効な知見を与えると考えられる（辺見、2017）。多様性から引
き出される異なる利点や有効性を明らかにしたこれらの研究は、日本企業のダイバシティマ
ネジメントの段階を整理し、本稿で議論する高度外国人材採用の目的を考察するうえで有用
なフレームワークとなると考え、以下にその視点を取り上げる。 
まず、Ely and Thomas (2001) は、企業が人材の多様性を推進する上で以下の３つの視点
があると述べている。まず始めは AA や雇用機会の平等といった、採用や昇進において多様
な属性の従業員を平等に処遇するという「差別と公平性」（Discrimination and Fairness）の
視点である。これは従業員を管理するにあたっての倫理ともいうべき考え方であり、事業に
おける直接の効果は見えにくい。次の段階として、多様性を新市場の開拓につなげる「アク
セスと正当性」（Access and Legitimacy）の視点を挙げている。これは、例えば女性向け製品
の市場開拓には当事者である女性社員の視点が有効である、マイノリティの需要を掘り起こ
すには、マイノリティに属する社員の意見が役に立つなど、属性を活用することによるマー
ケティングの有効性につながる視点である。三つ目は従業員の多様な文化的アイデンティテ
ィを組織が学習し、創造性の源泉として捉える「融合と学習」（Integration and Learning）視
点である。 
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図表２：ダイバシティマネジメントの 3つの視点
 
（出所）Ely and Thomas (2001)を元に筆者訳 
 
 
多くの日本企業では大半の社員が日本人であり、その中でもマネジメント層については日
本人男性の比率が高い。上記 3 つの視点を日本企業に当てはめて考えると、高度外国人材の
採用によって、どの視点においても効果が得られる可能性があるといえるのではないだろう
か。 
まず、「差別と公平性」の視点では、外国人材を雇用し組織の一員として迎えることで、報
酬や配属面においても当然日本人と平等な処遇が求められることになり、多様な従業員を公
平に扱うための仕組みや施策が取り入れられ、その結果として組織自体が柔軟性のあるもの
になる。これは外国人材に限らず、「日本人・男性」を中心に運営されてきた組織が、女性を
受け入れ始めたことで制度や組織が改革され、全員にとって働きやすい職場になるといった
ことと同類の効果と言えよう。日本では、米国と同じ文脈での人種差別の問題は少ないと思
差別と公平性 アクセスと正当性 融合と学習
Discrimination-and-
fairness
Access-and-legitimacy Integration-and-learning
ダイバーシティマネジ
メントを行う論理的根
拠
正しいこと、公平性を確保
し、差別を排除する
多様な市場と顧客に正当に
アクセスする
中心となる仕事とそのプロ
セスに寄与し、強化する
文化的アイデンティ
ティの価値
低い。文化的特徴は不当な
差別の元となり、マジョリ
ティである白人文化に取り
込まれる
中くらい。文化的特徴は、
組織と市場・顧客とのイン
ターフェースにおいてのみ
有効に機能する。アクセス
と正当性を得るための差別
化であり、それ以外ではマ
ジョリティである白人文化
に取り込まれる
高い。多様な文化的背景は
学び、変革、革新の源泉で
ある。文化的違いを仕事と
仕事のプロセスに適切に昇
華する
文化的多様性と仕事の
関係性
限定的。一般認識(norms)が
多様性と仕事の連関を妨げ
る
間接的。人種による区別が
アクセスと合理性の強化に
つながる
直接的。仕事全体を通して
多様性が生かされる
ダイバシティの進捗を
測るインディケーター
これまで表に出てこなかっ
たグループが発言する機会
が増える
これまで表にでてこなかっ
たグループが、特に境目や
目に見えるポジションにお
いて出てくる機会が増える
これまで表に出てこなかっ
たグループが出てくる機会
が増えて組織を変える力を
持つ。プロセスや製品のイ
ノベーション。文化的多様
性は学びの源泉であるとい
う認識が共有される
ダイバシティマネジメ
ントの視点
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われるが、女性や外国人の管理職以上の比率がグローバルで見て低いという客観的な状況は
周知であり、高度外国人材の採用が増えることによって環境としての公平性を高める効果は
あろう。 
「アクセスと正当性」の視点では、多様な国籍の外国人材を雇用することで、その出身国
や地域の市場や文化に対する生きた知見やネットワークが得られるため、ビジネスとしてそ
の市場へのアクセスに直接有効となる。日本の多くの企業が海外展開を行い、あるいは将来
行おうとしているが、例えば今後中国の市場を開拓していこうとする場合に、自社のビジネ
スや組織に通じ、自社のために貢献する意欲と能力のある中国出身の社員は大いに活躍が期
待される。業態によっては、日本を訪れる外国人観光客を対象とするインバウンドビジネス
の展開にも有効であろう。 
「融合と学習」は、3 つの視点の中で最も広範な意味合いを持つ。会社組織においては、
そこで働く社員一人一人の経験や文化的背景を共有し議論しながら事業を展開していく。日
本人のみの組織と比べると、多国籍の人材からなる組織ではそれぞれの社員の経験や背景の
範囲は格段に広い。合意形成が困難な場合もあるだろうが、それを乗り越えて組織自体が「学
習」し、各人が持つものを共有し融合することができれば、より創造性のあるアウトプット
が得られると思われる。 
次に、Cox and Blake（1991）によって展開された、ダイバシティマネジメントが企業の競
争力向上に結び付く可能性について見ていく。ここでは、ダイバシティマネジメントの有効
性として（1）コスト節減、（2）人的資源の獲得、（3）マーケティング、（4）創造性の向上、
（5）問題解決の質、（6）組織の柔軟性の 6 つが提示されている。このうち、（1）のコスト削
減は、例えば女性やマイノリティの離職率は平均より高いが、これを上手く管理して離職を
防ぐことで、新たな人材を探して採用し教育するコストを間接的に節約できる、というもの
である。（2）の人材獲得における有効性は、適切なダイバシティマネジメントによってマイ
ノリティである人材を含めて職場に定着する状況を創り出し、それ自体が労働市場へのアピ
ールとなり、人材の獲得において有効という視点である。この 2 点は、人材の採用および定
着のステージにおけるダイバシティの有効性と位置付けられる。 
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図表３：ダイバシティマネジメントが競争優位をもたらす 6つの有効性 
 
（出所）Cox and Blake (1991)を元に筆者訳 
 
 
（3）から（6）は、人材を実際のビジネスの現場で活用する際の有効性にかかわる視点で
ある。（3）マーケティングにおける有効性は、マイノリティである属性ならではの視点やニ
ーズを活かして、同じ属性の顧客に向けた製品やサービスの開発・販売に生かすというもの
で、Ely and Thomas（2001）の「アクセスと正当性」視点と共通する。（4）創造性の向上は、
多様な視点が持ち込まれることで製品・サービスの開発やマーケティングなどあらゆる業務
において新規性のある発展が期待されるというもので、各人の異なる属性を貴重な付加価値
として捉えるものである。（5）問題解決の質の向上は、多様な背景や経験を持つ人材による
多様な視点を持って問題解決にあたれば、同一性の高い人材による組織に比べてより多くの
可能性が示され、多様な視点で議論されることでよりよい解決へと導かれるというもので、
（4）の「創造性の向上」と共に Ely and Thomas (2001) の「融合と学習」とも通じる視点で
あると言えよう。 
（6）組織の柔軟性は、例えば女性は男性より認知構造が柔軟であるため、女性を組織に迎
え入れることで組織として柔軟なものの見方を取り込むことができる（辺見, 2017）といっ
1.　コスト削減
　　Cost Argument
2.　人的資源の獲得
　Resource-Acquisition Argument
3.　マーケティング
　Marketing Argument
4.　創造性の向上
　Creativity Argument
5.　問題解決の質
　Problem-solving Argument
6.　組織の柔軟性
　System Flexibility Argument
多国籍企業において、多様な国・地域からの出身者が持つ洞察や文化的な感覚
は、その市場のマーケティングにおいて大いに価値を持つ。同じ論理は、自国
の市場における異なる人口セグメントへのマーケティングにも通じる
ダイバシティマネジメントの深層的アプローチの特徴である、多様な視点を持
ち、過去の常識に捕らわれない姿勢は創造性のレベルを高める
意思決定や問題解決をするグループにおける異質性は、幅広い視野、徹底的、
批判的な分析を通して、潜在的により良い決断につながる
ダイバシティマネジメントのための多文化モデルは、組織の硬直性や標準性を
低下させ、より流動的にするという考察がある。高い流動性は環境の変化に対
する高い柔軟性を生むので、対応が迅速になり、コストも下げられる
組織の多様性が高まると、社員をうまくマネージできないことによるコストが
上昇する（筆者注：女性やマイノリティは離職率が高い傾向があるが、それに
手を打たないと全体の離職率が上がってしまうなど）。ダイバシティマネジメ
ントを行うことで、行わなかった場合より人件費を下げることができる
女性やマイノリティを雇用する先進的な企業は雇用者としての評価が高まる。
人材市場における競争力が高まることは、売り手市場となった際に特に重要で
ある
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た見方である。障がい者や高齢者が働きやすいバリアフリーの職場環境は、他の社員にとっ
ても安全である、多様な国籍の社員から構成される組織では多様な文化や考え方が反映され
る結果、勤務時間や場所の制約の少ない柔軟な就労制度が採用され、それがまた多様な人材
を引きつける等の効果もこれにあたる。これは Ely and Thomas (2001) の「差別と公平」視
点の発展した見方と見ることもできよう。 
日本企業において外国人材の雇用が増えれば、彼らの生活スタイルや価値観に基づいた雇
用制度、例えば定時出社・退社の制度からフレックスタイム制へ、年功序列による昇給・昇
進制度から、年齢に関わらず仕事の成果と報酬が連動する制度へと移行していくことが考え
られる。ここで日本の伝統的な雇用形態の是非を論じることはしないが、外国人材の雇用を
増やし定着させるためには、雇用や働き方に関する制度や仕組みも幅広い要望に対応する方
向へと向かっていくことは、結果として多様な人材に対して公平で柔軟性のある制度や組織
となっていくことと捉えることができる。いずれの視点も、女性や外国人などこれまで少数
派であった属性の社員を、ビジネスおよび労働市場において企業の魅力と競争力を高めるた
めの源泉として活用していく理由となり得るものと考える。 
 
第三項 日本におけるダイバシティマネジメント 
 次に、日本におけるダイバシティマネジメントの現状について見ていく。日本では、米国
に約 15 年遅れて 1986 年に男女雇用機会均等法が施行され、採用や配置、昇進等に関して女
性を男性と均等に扱うことを努力義務とし、教育訓練や定年・解雇について女性であること
を理由とした差別が禁止された（谷口、2008）。1999 年には、国が女性労働者に関わる措置
として「ポジティブ・アクション」を規定する。これは男女の労働者間に事実上生じている
格差を解消するために企業の積極的取組みを促進する措置であった。 
翌 2000 年には日本経済団体連合会がダイバーシティ・ワーク・ルール研究会を発足して
おり、このころから民間企業においても、グローバル企業を中心に格差解消への取組みが開
始されている。1995 年には日本テキサス・インスツルメンツが管理職における女性比率を、
当時の 10％から 1999 年までに 15%に引き上げるという目標を設定した。日本企業では松下
電器産業が 1999 年に、女性の係長級以上を 2002 年度までに当時の二倍強に増やす目標を掲
げ、2001 年には当時の中村邦夫社長直轄の「女性かがやき本部」を設立して女性のキャリア
育成と風土改革に取り組み始めた。 
2004 年以降は多くの代表的な日本企業がポジティブ・アクションに関する専門組織やプロ
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ジェクトを立ち上げ、現在に至るまで取組みが続いている。2002 年にはトヨタ自動車が当時
の張富士夫社長の元で「ダイバシティプロジェクト」という組織風土改革に着手し、第一弾
のプロジェクトとして女性の活用に取り組んだ。2004 年には日産自動車が「ダイバシティ・
ディベロップメントオフィス」を設立し、女性のキャリア開発の支援等を開始した。これら
の企業の多くが海外で事業を拡大しており、グローバル企業となるためにダイバシティの取
り組みが必要であるという経営者自身の経験と問題意識が背景にあったとみられる。 
政府においては「日本再興戦略改定 2014」の中で、「我が国最大の潜在力である『女性の
力』を最大限発揮できるようにすることは、人材の確保にとどまらず、企業活動、行政、地
域等の現場に多様な価値観や創意工夫をもたらし、家庭や地域の価値を大切にしつつ社会全
体に活力を与えることにもつながる」として、女性の活躍を成長戦略に位置付けており、こ
れを受けて多くの日本企業がダイバシティへの取り組みを進めている。しかし政府の成長戦
略、企業のダイバシティマネジメント共に目下の大きな課題は「女性活躍推進」である。そ
の動機付けは Ely and Thomas (2001)の 3 つの視点でいうところの「差別と公平性」と「アク
セス・正当性」の一部、および数少子高齢化による人材不足を補う意味での労働力の量的な
確保という意味合いに留まっており、ビジネスの成果を目指して多様な文化的背景を持つ人
材を活用する段階に達している企業は現状では少ないと思われる。 
 
第二節 日本における外国人雇用の現状 
第一項 外国人雇用は全就労人口の２％ 
 2019 年 1 月の厚生労働省による発表では、2018 年 10 月末時点の日本で働く外国人労働者
は過去最高の 146 万人である。前年比では 14%増加しており、過去５年間で倍増となった。
ただし 2018 年平均の日本の就労人口に 6664 万人に占める比率は未だ 2.1％である。なお、
国籍別では 146 万人のうち中国が 27％とトップ、次いでベトナムが 22%、フィリピンが 11%
であった。 
同じく厚生労働省の発表資料より、146 万人の割合を在留資格別に分類したものが図表４
である。全体の 33.9％を占める「身分に基づく在留資格」（日系人や日本人の配偶者などの永
住者・定住者等）を除くと、最も多いのが、主に留学生による資格外活動（アルバイト等）
の 23.5％、次に多いのが途上国への技術移転を目的に創設された資格である技能実習生（在
留期間は最長 5 年）の 21.1%である。純粋に就労を目的とし、技術・人文知識・国際業務、
教育、研究、経営・管理などの業務を担う「専門的・技術的分野」在留資格で就労している
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外国人は 27.6 万人、外国人労働者全体の 19.0％である。なお、図表で 2.4％を占めている特
定活動は、二国間の EPA（経済連携協定）に基づいた特定的な在留資格（看護師や介護福祉
士など）である。 
 
図表４：在留資格別外国人労働者の割合（2018年 10月末現在） 
 
（出所）厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（平成 30 年 10 月末現在）より筆者作成 
 
 
日本の大学・大学院を卒業した外国人留学生が国内企業に就職する場合は専門的・技術的
分野の在留資格を得ることが多く、現在「資格外活動」としてアルバイトで働く留学生は、
高度外国人材の「卵」といえよう。実際に彼等の約 60％は卒業後に日本での就職を希望して
いる。しかしながら、彼等が全て卒業後に就職できているわけではない。日本学生支援機構
（JASSO）の 2017 年の調査では、学部生の就職率は 40.5％程度、大学院生が 32.6％、博士課
程の留学生に至っては 22.9％に留まっているとの結果が出ている。就職活動の難易度につい
て学生に尋ねた別の調査においても、留学生の就職戦線は日本人学生に比べて厳しいという
状況が顕著に表れている。 
  
専門的・技術的分
野の在留資格 27.7
19%
特定活動 3.6
2%
技能実習 30.8
21%
資格外活動
34.4 24%
身分に基づく
在留資格 49.6
34%
不明 0.0 0%
外国人労働者数
146.4万人
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図表５：留学生の日本での就職希望と卒業後の就職率 
 
（出所）日本学生支援機構「私費外国人留学生生活実態調査」「外国人留学生進路状況・学位授与状況調査」より
筆者作成 
 
図表６：就職活動の難易度 
 
（出所）株式会社 DISCO「外国人留学生の就職活動状況」（2020 年度） 
 
 
第二項 外国人の雇用に関する政策的取り組み（高度人材ポイント制） 
生産年齢人口の減少による労働力不足に危機感を抱く日本政府は、ここ数年来外国人労働
者の受け入れ拡大に積極的である。入国管理面では諸外国以上に魅力的な入国・在留管理制
度を整備することが必要であるとの認識から、2009 年の入国管理法改正において中長期在留
の外国人に「在留カード」を交付するとともに在留期間の上限を３年から５年に延長、また
１年以内に再入国する場合には再入国許可を原則不要とするなど、適法に在留する外国人の
18 
 
利便性を向上する措置がとられた。2019 年 4 月 1 日に施行された改正出入国管理法では、一
定の日本語能力と技能を条件に介護や建設、外食など 14 業種で、非専門分野においても就
労を認める新たな在留資格「特定技能」が新設されている。 
戦略面においては、高度な専門性を持つ外国人材の受け入れに特に注力している。2012 年
には高度外国人材の受け入れを促進するため、ポイント制を活用した出入国管理上の優遇措
置である「高度人材ポイント制」が導入された。外国人材の特性に応じて、学歴、職歴、年
収などの項目ごとにポイントを設け、合計が 70 点を超える場合には「高度専門職」という
在留資格で出入国管理上の優遇措置（入国・在留手続きの優先処理、在留期間の長期化、配
偶者の就労許可等）を与えるというものである（この「高度専門職」在留資格は 16 ページ図
表 4 の「専門的・技術的分野」に含まれる）。更に 2017 年の改正では、ポイント制度をより
活用しやすくすることを目的に、高度外国人材の永住許可申請に要する在留期間を現行の５
年から大幅に短縮（ポイント 70 点以上は 3 年、80 点以上は 1 年）する「日本版高度外国人
材グリーンカード」も創設された。政府は「未来投資戦略 2017」の中で、このポイント制に
よる高度外国人材を 2020 年までに 1 万人、2022 年までに 2 万人認定することを目指すとし
た。2018 年 12 月時点で高度専門職の資格で滞在する外国人は約 1 万 5000 人（日本で働く外
国人の 1%程度）と、当時の目標は上回って推移している。 
 
図表７：高度外国人材の認定件数の推移 
 
（出所）総務省「高度外国人材の受入れに関する政策評価書」（法務省の公表資料等に基づき総務省が作成） 
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高度外国人材の「卵」である留学生については、2008 年に文部科学省から、外国人留学生
の受入れを 2020 年までに 30 万人を目指すとする「留学生 30 万人計画」が発表された。以
来受入れの施策が進められてきた結果、2018 年 5 月時点で日本の大学・大学院など高等教育
機関における外国人留学生数は 208,901 人、日本語教育機関に在籍する外国人留学生 90,079
人を加えると 298,980 人と、入口としては既にほぼ目標値を達成している。しかし一方の出
口に関しては前述の通り、日本で就職を希望する留学生の就職率は 30－40％に留まってい
る。これについて政府は「日本再興戦略 2016」以来、日本での留学生の就職率目標を 50％に
引き上げることを目指すとして、外国人材活躍推進プログラムによる企業とのマッチング推
進、就職率向上のための施策の導入検討などを進めている（明石、2017） 
 
第三項 高度外国人材から見た日本の魅力度 
外国人雇用、特に高度専門職の人材の受入れ拡大を目指して入国管理面の整備を進めるこ
れらの政策的取組みの効果もあって日本で働く外国人材は毎年増加している。しかしその規
模は全就業者の２％にすぎず、高度外国人材は更にわずかである。移民を受け入れて来なか
った政策的背景は大きいが、高度外国人材に関しては他にも理由がありそうである。 
スイスのビジネススクール IMD の「World Talent Report 2018」による、外国の高度人材
から見たビジネス環境の魅力度ランキングでは、日本は 63 か国中 51 位と低い評価となって
いる。同様に英 HSBC ホールディングスによる”HSBC Expat Explorer Survey” (各国の駐在
員から見た国・地域別魅力度調査)でも、調査対象である 33 か国・地域のなかで日本は 32 位
であり、内訳を見ると文化的オープンさ、定住しやすさ、報酬、ワークライフバランス、子
供の教育環境などのスコアが低くなっている。これを裏付けるように、経済産業省の通商白
書では日本への高等教育修了者の流入が、英語圏ではないドイツやフランスに比べても低水
準であるとの指摘がされている。 
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図表８：海外駐在員による魅力度ランキング 
 
（出所）HSBC Expat Explorer Survey (2019)を元に筆者作成 
 
図表９：高等教育修了者の流入人口（各国の人口比） 
 
（出所）経済産業省「通商白書 2016」を元に筆者作成 
 
 
第四項 日本企業の外国人材雇用の状況と雇用意欲 
 では、採用する日本企業側の外国人材雇用への意欲や実際の雇用状況はどうだろうか。
JETRO が行ったアンケート調査によると、海外事業展開を考える日本企業にとっての最大の
課題は「海外ビジネスを担う人材」であるとの結果である。また、同アンケートで海外ビジ
順位 国・地域 順位 国・地域 順位 国・地域
1 スイス 12 マン島（英王室属領） 23 米国
2 シンガポール 13 ポーランド 24 フィリピン
3 カナダ 14 アイルランド 25 ガーンジー（英王室属領）
4 スペイン 15 香港 26 中国
5 ニュージーランド 16 マレーシア 27 イギリス
6 オーストラリア 17 フランス 28 イタリア
7 トルコ 18 インド 29 サウジアラビア
8 ドイツ 19 ジャージー（英王室属領） 30 南アフリカ
9 アラブ首長国連邦 20 スウェーデン 31 インドネシア
10 ベトナム 21 メキシコ 32 日本
11 バーレーン 22 タイ 33 ブラジル
フランス
日本
英国
米国
0
1
2
3
4
5
6
2000 2005 2010
人口比（％）
年
ドイツ
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ネス拡大のための人材確保の手段として最も重視されているのは日本人社員のグローバル
人材の育成であり、次いで外国人社員の採用、登用があげられている。 
 
図表 10：海外ビジネスの課題 
 
（出所）JETRO「2016 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」を元に筆者作成 
 
 
図 11：海外ビジネス拡大のために最も重視する人材 
 
（出所）JETRO「2016 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」元に筆者作成 
 
 
同じく JETRO が 2018 年に行った外国人社員の比率調査（国内 1525 社が対象）では、従
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
海外ビジネスを担う人材
現地でのビジネスパートナー
海外の制度情報
現地市場に関する情報
現地における販売網の拡充
コスト競争力
現地市場向け商品
製品・ブランドの認知度
必要な資金の確保
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業員に占める外国人社員の割合が 1％未満と回答した企業が全体の 41％と最も多い結果とな
っており、20％以上が外国人という企業はわずか 6%であった。大企業の方が外国人の比率
が少なく、1％未満と回答した企業が 65％に対し、中小企業では 31％であった。業種別では
外国人社員の割合が比較的高いのは、製造業では飲食料品、繊維・織物/アパレル、石油・石
炭・プラスチック・ゴム製品、非製造業では通信・情報・ソフトウェア、専門サービス業で
ある。 
 
図表 12:外国人社員の割合 
 
 
（出所）JETRO「2018 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」を元に筆者作成 
 
 
第３章 何故高度外国人材の雇用が進まないのか（仮説構築） 
先行研究において、ダイバシティマネジメントは複数の視点において有効性があるとされ
ており、それらの視点は日本企業が外国人材を採用し活用していくうえでも有効と考えられ
ると述べてきた。一方で、日本における高度外国人材の受入れ状況や企業における雇用水準
は、入口（入国管理）における行政の様々は施策にもかかわらず低水準であり、多様な文化
的背景からもたらされるダイバシティマネジメントの視点を活かすという段階には多くの
企業で至っていないのが現状である。これを踏まえて、第３章ではビジネススクールで留学
生の就職支援を行うキャリアマネジャーへのヒアリングや、JETRO 等による企業サーベイデ
ータを通じてその理由を考察していく。 
 
1％未満
41%
1-5％
33%
6-10％
10%
11-20％
6%
20％超
6%
無回答
4%
全体
1％未満
65%
1-5％
28%
6-10％
2%
11-20％
1%
20％超
0%
無回答
4%
大企業
1％未満
31%
1-5％
35%
6-10％
13%
11-20％
8%
20％超
9%
無回答
4%
中小企業
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第一節 高度外国人材側から見た日本企業への就職に際しての困難 
第一項 外国人留学生が直面する現実（キャリアマネジャーへのインタビューより） 
筆者の所属ゼミ指導教員からの紹介を受け、一橋ビジネススクールおよび早稲田ビジネス
スクールにおいて留学生の就職相談や紹介業務を行っているキャリアマネジャーに留学生
の日本企業への就職状況、就職活動を行うにあたっての課題や障壁、企業側のニーズと学生
側の認識の差異等においてヒアリングを行った。また、現役留学生および既に日本で就業し
ている元留学生からも、日本で働きたい理由、就職活動にあたっての困難や戸惑いなどにつ
いて話を聞くことができた。ヒアリングを踏まえて、以下に留学生（高度外国人材の「卵」）
側の日本での就職を希望する理由、留学生採用に際しての企業側の体制、留学生が直面する
現実や困難についてまとめた。 
 
留学生が日本の企業に就職を希望する理由 
- 日本の文化が好きで日本に留学した。卒業後も日本に住みたい。 
- 日本は治安が良くて安全なので日本に住んで働きたい。 
- 日本の大企業に就職すれば（中国など）自国で就職するのに比べて報酬は高い 
（よって、大企業志向となる） 
- 海外でのキャリア経験を活かして働きたい（専門性を活かしたい） 
- 日本の大企業でキャリアアップしたい 
- 日本の技術や高齢化対応など先進事例を学びたい 
 
日本企業の留学生採用に際しての体制と現状 
- 多くの企業が新卒一括採用という伝統的な日本の採用システムを留学生にも適用 
- 留学生の多くが希望する大企業（例えば商社など）の多くが社風に合う人材を重視する
ためか、日本人の採用と同じ基準・価値観で選考する結果、日本人的な人材が採用され
やすい（多様性の観点は満たされない） 
- 経営陣がダイバシティを掲げて高度外国人材の採用を増やしたいとする企業は多いが、
人事部の体制が整っていないケースがある 
 
留学生が直面する現実や困難 
- 文系の学生には日本人と同等の日本語能力が求められる。エントリーシートからグルー
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プディスカッションまで日本語のみで行われ、時間制限もあるため、面接までたどり着
けない学生が多くなる。 
（技術系の学生に関しては、日本語能力は比較的問われず、専門性を評価されて就職で
きるケースも多い） 
- 日本以外の多くの国のように部門別、職種別での採用ではなく、配属と仕事内容は入社
後に会社が決定するため、自身が大学や海外でのキャリア経験から身に付けた専門性が
生かせないケースがある 
 
日本の就職活動の仕組みが分からない・適応できない、日本語による適性検査などが難し
い、仕事の内容が分からない、といった就職活動を行うにあたっての留学生側の悩みは、文
部科学省の報告書でも触れられており、ヒアリングの結果と合致する。 
 
図表 13：外国人留学生の就職および定着状況に関する調査結果 
 
（出所）文部科学省「外国人留学生の就職促進について（外国人留学生の就職に関する課題等）」 
 
 
第二項 日本企業の職場で外国人材が感じる不満 
実際に日本企業に就職して日本で働く外国人が感じる不満や問題については、リクルート
ワークス研究所が英語圏と中国語圏の外国人材に分けてアンケート調査を行っている（徳永、
2009）。それによると、中国語圏の就業者からは仕事の進め方や勤務時間の長さ、日本人社員
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との給与の差に関する不満が上がっており、英語圏の社員からは、主に日本人社員との待遇
の違いが指摘されている。また、馬越恵美子他『”カイシャ“の中の外国人』（1996）では、
日本で働く外国人への取材にもとづき、日本企業や職場における違和感ややりにくさとして、
キャリアチャンスの不明確さや雇用期間の柔軟性のなさ、意思伝達や根回しなどの文化的・
習慣的違い等が挙げられている。20 年以上前の文献であるが、今回行ったヒアリングと合致
するものも多く、逆に言えば 20 年前からあまり状況は変わっていないということが推測さ
れる。 
 
図表 14：外国人が日本企業で働きにくいと感じる理由 
 
（出所）馬越恵美子『“カイシャ”の中の外国人』およびリクルートワークス研究所アンケートより筆者作成      
 
 
報酬のレベルも外国人材の雇用に関する課題であると考えられる。特にアジア出身の高度
外国人材にとって、高い報酬水準を得たいというのが日本で働きたい主な理由の一つだが、
先進技術のエンジニアのような国際的に競争力の高いスキルを持つ人材にとっては日本で
の報酬は必ずしも高くないとの調査（図表 15）もある。この背景には、新卒一括採用を起点
とした年功序列の賃金体系が影響している可能性が考えられる。 
 
  
合計 英語圏 中国語圏
（回答数） 57 20 37
仕事の進め方が違う 22.8% 10.0% 29.7%
勤務時間が長い 19.3% 15.0% 21.6%
自分の意見をはっきり言えない 14.0% 15.0% 13.5%
日本人と給与に差がある 12.3%  - 18.9%
日本人と待遇に差がある 8.8% 20.0% 2.7%
日本人と権限や責任に差がある 5.3% 15.0% -
日本人より昇進に不利 3.5% - 5.4%
休日出勤を要求される 3.5% - 5.4%
日本人同士で固まる 1.8% - 2.7%
会議の数が多い/時間が長い 1.8% 5.0% -
その他 7.0% 20.0% -
日本で働く外国人が感じる不満
キャリアチャンスの不明確さ
研修制度の不備
終身雇用が前提であり、
雇用期間の柔軟性がない
人事・評価システムの不備
意思伝達・根回しなど文化の違い
セクハラに関する認識の甘さ
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図表 15：IT系専門職種（ポジションクラス 50－52）における総現金報酬水準* 
 
（出所）マーサー報酬サーベイ（TRS2017）、平成 30 年度産業経済研究委託事業「企業の戦略的人事機能の強化に
関する調査（経営力強化に向けた人材マネジメントに関する提言および先進企業事例）」 
 
 
第二節 日本企業側の認識と取組みの状況（企業アンケート調査等による分析） 
次に、企業の高度外国人材の雇用・採用に関する課題、就職を希望する外国人材との認識
の相違について、政府や民間調査機関の報告書やアンケートから考察していく。 
 
第一項 「特別な取組みはしていない」企業が四割 
海外ビジネスに関心の高い企業を対象とした「2018 年度日本企業の海外事業展開に関する
アンケート調査」（JETRO、有効回答数 3385 社）によると、外国人社員を雇用している企業
は 45％、今後 3 年間のうちに雇用を検討したいとする企業が 18％あり、雇用へのニーズお
よび意欲は相当程度あると考えられる。採用方法に関する問いに対しては、国内の留学生を
採用したいとする企業が回答企業の 44％（複数回答）、留学生以外の国内在住の外国人を採
用したいとする企業が 43％あり、比較的アクセスしやすい留学生に対する雇用意欲は高いと
言える。一方で、外国人採用に関してどのような取組みをしているかとの問いには、留学生
側からのニーズである職務内容や権限の明確化（複数回答で 19％）、給与や福利厚生など待
遇面の改善（同 16%）などがあげられているものの、圧倒的に多いのは「特別な取組みは実
施していない」と回答した企業（42%）であり、外国人材の雇用を増やすための姿勢や体制
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が整っていない企業が多いことがうかがわれる。 
 
図表 16：外国人人材採用に関するアンケート調査より 
 
 
（出所）JETRO「2018 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」を元に筆者作成 
 
 
国内約 1000 社を対象にした別の調査（図表 17）では、外国人採用の理由について回答企
業の半数以上が「日本人労働者が集まらない」ことを挙げている（複数回答）。外国人採用で
組織を活性化したい、外国人ならではの業務がある、という回答もあるが、多くの企業経営
者は、日本人の代わりとなる労働力として外国人材を雇用していると言えよう。日本語能力
はそれほど高くないが、専門性を活かして日本でキャリアアップしたいという高度外国人材
外国人を雇
用している
45%
現在雇用していないが今後
（3年程度）採用を検討した
い…
今後も採用す
る方針はない
33%
その他・無回答
4%
①外国人社員の有無
0% 10% 20% 30% 40% 50%
日本国内の留学生を採用
日本国内の外国人（除く留学
生）を採用
海外在住の外国人・技能実習
生を採用
海外在住の外国人（除く技能
実習生）を採用
その他
②外国人社員の採用方法
0% 10% 20% 30% 40% 50%
特別な取組みはしていない
職務内容や権限の明確化
給与や福利厚生など待遇面の改善
キャリアプランや育成方針の提示
社内の相談体制の整備
日本語習得支援など研修の充実
昇給・昇格要件の明確化
希望する部署への配属
採用期間や選考手続きの柔軟化
大学・行政など関係機関との連携強化
英語などによる採用情報の発信強化
③採用のための取組み
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や留学生の雇用が進まない背景には、こういったニーズのギャップもあるのかもしれない。 
 
図表 17：外国人採用の理由 
 
（出所）日本総研「人手不足と外国人採用に関するアンケート調査」、日経ビジネス 2019.8.19 号 
 
 
第二項 既に外国人比率の高い企業ほど職務内容の明確化などに取り組んでいる 
図表 18 は外国人を雇用していると回答した企業について、従業員に占める外国人の比率
別に採用に際しての取組み内容を訊ねたものである。外国人社員比率が 20％を超える企業で
は、職務内容や権限の明確化、昇給・昇格要件の明確化、待遇面の改善、採用期間や選考手
続きの柔軟化といった点において、外国人従業員が 1％未満の企業に比べて 2 倍以上の回答
率となっている。実際に多くの外国人材を採用・雇用している企業においては、比較的課題
解決のための取り組みが実施されていることが見て取れる。 
 
図表 18：外国人社員採用のための取組み（外国人社員比率別） 
 
(出所）JETRO「2018年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」 
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第三項 課題は日本語とコミュニケーション 
他方、企業側が抱える外国人の採用・雇用に際しての課題については、日本語能力および
コミュニケーションをあげる企業が多く、次いで組織のビジョンの共有、離職率の高さとな
っている。 
 
図表 19:外国人を雇用している企業の課題 
 
（出所）JETRO「2018 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」を元に筆者作成 
 
 
また、労働政策研究・研修機構（2013）による高度外国人材本人へのアンケート調査では、
仕事で必要とされる日本語能力レベルに関して、60.7％の回答者が「報告書などで文書を作
成できるレベル」と答えており、留学生を含む外国人材にとっての日本語の壁が高いことを
うかがわせる。 
 
第三節 考察およびケーススタディのための仮説構築 
これまで見てきた留学生や高度外国人材にとっての日本企業への就職に関する困難と、企
業側の認識や現状から、日本企業の多くが高度外国人材を採用できていない要因は、１）そ
もそも採用のための取組みをしていない、あるいはやる気がない、２）人材へのアプローチ
不足、３）選考・採用のプロセスが日本人向け「新卒一括採用」のままである、４）専門性
を活かした配属になっていないため、入社後のモチベーションが保ちにくい、５）入社後の
サポート体制が不十分、６）評価・報酬体系が不明確、の 6 点に整理されると考える。以下
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
日本語能力が求める水準に達していない
日本人社員とのコミュニケーションに支障が多い
組織のビジョンの共有が難しい
将来帰国・転職希望者が多く、離職率が高い
就労ビザなど在留許可申請への対応が困難
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それぞれの要因に対して有効と思われる施策と共に、仮説として設定する。 
 
1. そもそも高度外国人材採用のための取組みをしていない、あるいはやる気がない 
→有効な施策：高度外国人材を採用する目的を明確にし、マネジメントがコミットする 
 
2. 人材へのアプローチ不足（情報発信、情報開示をしていない、やり方が分からない 
→有効な施策：インターン制度の活用、大学との連携強化 
 
3. 選考・採用のプロセスが日本人向け「新卒一括採用」のままである 
① 試験や面接がすべて日本語であるため、日本人並みの日本語能力が求められる 
→有効な施策：英語で採用試験や面接を受けられる体制にする 
② 体力や協調性を重視する傾向があるため、多様性・個性が評価されにくい  
→有効な施策：採用時の選考の基準を見直し、多様な価値観、個人のスキルを尊重する 
③ 部門別、職種別採用になっていないため、入社後にどのような仕事をするのか不安 
→有効な施策：職種やジョブディスクリプションを明確にして採用にあたる 
 
4. 専門性を活かした配属になっていないため、入社後のモチベーションが保ちにくい 
→有効な施策：職種別採用と連動させ、専門性を活かせる配属をする 
 
5. 入社後のサポート体制が整っておらず、外国人材が職場になじめずに離職につながる 
→有効な施策：日本語習得・異文化理解の研修や場を多く設ける 
 
6. 評価・報酬のしくみが不明確（年功序列）であることで、モチベーションが保ちにくい 
→有効な施策：評価基準や報酬制度の透明性を高め、仕事の成果と連動する仕組みを構
築する 
 
図表 20 は以上の仮説と、仮説に含まれる「有効な施策」を企業が実現するにあたって想定
される難易度を一覧にまとめたものである。 
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図表 20：ケーススタディのための仮説と想定される難易度 
 
（出所）筆者作成 
 
 
次章では上の仮説に沿って企業へのインタビューを行い、日本企業の高度外国人材の採用
に際しての実際の課題を明らかにし、採用を成功させるための有効な施策を探索していく。 
 
第４章 企業インタビューによるケーススタディ 
第一節 ケーススタディの枠組み 
第３章で立てた仮説に沿って、高度外国人材の採用に積極的な日本企業及び参考となりそ
うな外資企業にインタビューを行った。採用業務を、１）経営トップの関与、２）採用する
目的の明確化、３）人材へのアクセス、４）採用にあたっての選考方法と基準、５）ジョブ
オファー提示、６）入社後の定着のための取組み、の 6 つのプロセスに分解し、プロセスご
とに各社の具体的な取組みや必要なリソースについて各社の人事担当者あるいは人事担当
経験者に話を聞いた。欧州と日本との合弁による商用車メーカーである三菱ふそうトラッ
ク・バス株式会社、人材のグローバル採用の先進事例と言える日本の大手電機メーカーA 社、
グローバルに事業を展開している日本の輸送機メーカーB 社、グローバルで金融ビジネスを
展開し、日本においても多国籍の人材を雇用している欧州金融グループの日本法人 C 社、中
国大手通信機器メーカーの日本法人 C 社、台湾の金融機関を親会社に持つ日本の地方金融機
仮説
高度外国人材が採用できていない
理由
想定される有効な施策 施策実行の難易度（リソースの必要度）
1
そもそも取組みをしていない 高度外国人材を採用する目的を明確に
し、マネジメントがコミットする 低
トップの意識次第で可能
2
人材へのアプローチ・情報発信 インターン制度の活用、大学との連携
強化 中
時間と労力は必要
3-①
採用試験・面接における日本語要件
が厳しい
英語での試験や面接を選択できる体制
にする 高
人材確保・費用が必要
3-②
選考時に協調性や体力を重視する傾
向
採用時の選考基準を見直し、多様な価
値観、個人のスキルを尊重する 中
時間と労力と評価者の育成が必要
3-③
採用時に配属先が分からず、入社後
にどのような仕事をするか不安
職種やジョブディスクリプションを明
確にして採用にあたる 中
時間と労力と制度改革が必要
4
専門性を活かした配属になっていな
い
専門性が活かせる配属を行い、キャリ
アプランを描きやすくする 中
時間と労力と制度改革が必要
5
入社後のサポート体制の不備（言
語・文化等）
日本語習得・異文化理解の研修や場を
多く設ける 中
時間と労力は必要
6
報酬・昇進基準が不明確（年功序列
賃金体系）
報酬制度や評価基準などを明確にし、
仕事の成果と連動する仕組みにする 高
時間と労力と制度改革、費用が必
要
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関である株式会社東京スター銀行、中小企業に特化した独立系の経営コンサルティング企業
である株式会社エスネットワークス、イベント企画やクリエイティブ事業を行うスタートア
ップである株式会社 Pasona artnow の 8 社である。それぞれ企業規模も業種も異なるが、高
度外国人材の採用を積極的に行っている、あるいは今後積極的に行うべく取組みを進めてお
り、ケーススタディのためのインタビューに協力を得ることができた（なお、社名は記載の
許可を得た企業に関してのみ明記している）。 
図表 21 は各社の企業規模と日本での外国人従業員比率のイメージを描いたものである。
多くの日本企業において高度外国人材の採用が進んでいないという本稿の問題意識に基づ
き、できるだけ多くの企業にとって有効な施策を考察するために、企業規模、採用システム
の完成度（取組みの段階）、更には企業自体の国籍や外国資本の有無についても多様な事例
を得ることを意識してこれらの企業を選考した。 
 
図表 21：インタビュー対象企業の売上規模と外国人社員の比率 
  
（注 1）右軸は企業規模の比較感を表すもので、実際の売上金額とは一致しない 
（注 2）各社および日本企業平均の外国人社員の比率はヒアリング等から筆者推定 
（出所）筆者作成 
 
 
以下、インタビュー内容を整理しながら、各社の制度や取組において高度外国人材の採用
に有効な要素と思われる点を探索していく。 
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図表 22：ケーススタディの枠組み-高度外国人材採用のプロセスと想定される施策 
 
（出所）筆者作成 
 
 
第二節 企業インタビューによる探索 
第一項 三菱ふそうトラック・バス株式会社 
三菱ふそうトラック・バス株式会社（以下三菱ふそう）は、商用車および産業用エンジン
の大手製造会社である。2003 年に三菱自動車工業から独立し、ドイツの自動車会社ダイムラ
ーの連結子会社となった。売上高、従業員数ともに最大のドイツ系日本企業である。日本国
内では製造現場以外に勤務する本社の間接員は約 2,500 名、そのうち約 20％が外国籍社員で
ある。新卒・中途入社を含め毎年 150 名程度を新規採用しており、近年はその半数近くが外
国籍であるという。 
 
ビジョンと目的：「優秀な人を採用する」 3 年前のトップ交代を機に、「優秀な人」を
採用するために（本社の間接員に関しては）英語は必須というスタンスに変革されて以
来、新規に採用される人材の非日本人比率が急速に上昇した。現在、エクゼクティブメ
ンバーは殆ど非日本人である。AI 技術者などは数的にも不足しており、外国人材の方が
高い技術を持つ場合が多い。 
 
人材へのアクセス：知名度を梃に長期インターン制度を活用 グローバルで知名度の高
いダイムラーのブランドはインターン募集にも有効であり、常時 120 名程度のインター
ン生が主にダイムラー経由で来ている。半年以上働いてそのまま正社員になるケースも
ある。国内では東北大学と連携しエンジニア育成プログラムも提供している。 
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選考基準と方法：面接は英語でも可、論理的基準で選考 新卒採用のプロセス自体は適
性試験とインタビューという一般的なものだが、言語は日本語でも英語でも可能。面接
では、印象ではなく大学や前職で何をやってきたか具体的な事実に基づいて判断するよ
うにしている。出身校や地域などで感情移入することがないように、面接は二名以上で
行うなど、論理的な基準で採用するような仕組みで運用している。中途採用に関しては、
毎月マネジャー会議でどの部署にどんな人材が何人必要かを議論した上で採用計画を
立てている。 
 
ジョブオファー：報酬体系は成果連動 新卒については一括採用で会社が部署に配属す
る形。中途採用はジョブディスクリプションを提示して採用している。報酬は年功序列
ではなくいわゆる外資系スタイルの成果報酬である。 
 
定着のための取組み：バイリンガル社員がサポート 異なる文化的背景の同僚をどう受
け入れるかといったカルチャートレーニングの場は設けており、日本語の研修プログラ
ムもある。日本人が大半である顧客対応部署の社員とのコミュニケーションに関しては、
バイリンガルの社員が活躍している。言語の通訳・翻訳だけでなく、日本語と英語のニ
ュアンスの違いや、暗黙知的な事項の「翻訳」も日々必要であり、彼等のサポートによ
る貢献は大きい（外国人社員が急増したことでバイリンガル社員の負荷が上がっている
ことは新たな課題であるが）。 
 
第二項 大手電機メーカーA 社 
確立されたコンシューマーブランドを持ち、グローバルでエレクトロニクス製品やサービ
スを提供している日本の大手電機メーカー。東京本社の人員のうち外国籍社員は 10％程度と
いう。 
 
ビジョンと目的：グローバルで採用したほうが優秀人材のパイは大きい 採用に際して
も「多様な価値観はイノベーションをもたらす」という経営思想が根底にある。現実的
には技術者採用のニーズが高いため、グローバルに採用の範囲を広げた方が出身大学の
レベルが高く、博士課程の学生数の分母も大きいといった合理的な理由も大きい。優秀
な人材を採用するために妥協せずに採用戦略を進めてきた結果として社員の多国籍化
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が進んでいるということが言える。 
 
人材へのアクセス：国内外の大学研究室、グローバルインターンも 国内での新卒、中
途採用とは別枠で 2001 年からグローバル採用を行っている。専用ウェブサイト（英語）
からの応募のほか、国内外の大学や研究室と直接コンタクトもしている。海外からの学
生を受け入れるグローバルインターン制度は 1980 年代から設けている。3 か月程度のプ
ログラムが多く、そのまま入社するケースもある。 
 
選考基準と方法：技術者はまず専門性 技術系の学生に対しては日本語能力は問わず、
会社にとっての必要な専門性があるか、そのスキルは入社後再現性があるか等を重視す
る。事務系についても専門性を重視するが、エンジニアと他部門をつなぐ業務が主体と
なるため、日本語でのコミュニケーション能力は必須である。 
 
ジョブオファー：部門別採用、配属 新卒を含む国内採用、グローバル採用共に部門別
採用であり、基本的には応募した部門に配属される。グローバル採用の場合、報酬は採
用面接の過程で決定され、先進技術領域の人材には入社当初からの高額報酬もあり得る。
入社後は成果に連動する報酬制度を採っている。 
 
定着のための取組み：メールは日英併記 社内のメールは基本的に日英併記で、技術者
で日本語能力が低い社員の業務の障害にならないよう配慮がされている。また事務系の
部署はバイリンガル人材が大半を占めている。 
 
第三項 輸送機メーカーB 社 
グローバルで事業を展開している日本の大手輸送機メーカー。連結売上高のうち約 90％が
海外売上であり、海外の拠点では多くの外国籍社員が活躍している。一方、日本での外国籍
社員の比率は依然低いとのことで、今後これを増やしていく取組みが行われている。 
 
ビジョンおよび採用の目的：「日本の新卒採用の 10％を外国籍社員に」 連結売上の 90％
が海外の会社なのだから、日本のオフィスに外国籍社員がいることが自然だという経営
層の考えが出発点となり、2013 年から新卒採用のうち外国籍人材を 10％程度に増やそ
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うという取組みが行われている。ユーザーを引きつける新しい製品やビジネスを創り続
けるためには多様な視点が必要であるというビジョンも背景にある。 
 
人材へのアクセス：グローバル人材をカテゴリに分けてアプローチ 同社の採用力やグ
ローバル人材とのマッチング（日本語能力）を確認するため、採用ルートを 4 つに分け
て（①海外の大学等から直接採用、②エージェント等による人材紹介、③国内でのオー
プン採用（日本に来ている留学生が対象）、④日本人留学経験者）戦略的に採用に取り組
んでいる。①については、独自にシンガポールのトップ校や台湾の大学にアプローチし
てエージェントを介さず直接採用を行う取組みであり（現在は台湾のみ）、②③④に関し
ては、国内・アジアでの就活イベントへの参加やエージェントを活用して情報収集及び
提供を行って採用プロセスへと進めている。 
 
選考基準と方法：日本語は必要だが、トレードオフを考慮し柔軟に対応 カテゴリ①②
について以前は日本語不問としていたが、日本語の話せない社員を受け入れられる部門
数や定着率に課題があったこともあり、現在は日本語能力もある程度求めるようになっ
ている。日本に来ている留学生には日本語検定 N2 レベルの日本語力を求めるが、面接
は英語でも可。日本語以外のスキルとのトレードオフで柔軟に評価する体制をとってい
る。特に技術系は専門性や研究内容、それを入社後にどう活かすか等を重視する。 
採用に際して、面接官の育成は課題と認識している。採用した人材の評価や定着率と面
接官との連関を図れると良いのだが、現状はそこまでできていない。 
 
ジョブオファー：職種別採用、成果報酬は今後検討 以前、シンガポールで採用を行っ
ていた際は、現地のスタイルに合わせジョブディスクリプションを大学に提示して募集
を行っていた。台湾では現状出していないが、採用対象は主に技術者なので、開発部門
への配属ということは決まっている。今後、人材カテゴリごとのニーズに合わせて、職
種の明確化に対応する準備はある。報酬については、一般的に、年功序列を基本とした
日本の制度が外国人材の感覚とマッチしないと言われていることは認識している。外国
人材に限らず多様な人材を確保するためには、制度の柔軟性を確保することが今後の検
討課題になると考えている。 
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定着への取組みと課題：定着する環境を試行錯誤中 現在、4 カテゴリによるアプロー
チが一巡したところで、日本の企業文化や生活との親和性の高い③（日本に来ている留
学生）が、自社の「採用力」に合致し、定着率も高そうだとの認識を持ちつつある。定
着への取組みとしては、現在専任のスタッフを置いて外国籍社員のキャリア相談などを
行っている。10 月に入社する外国籍社員には、海外と日本、学生と社会人という両方の
意味での違いを理解するための異文化理解研修を実施している。外国籍社員に対して、
人事部としては「日本人化」せず創造性に貢献してほしいとの意図があるが、事業部門
ではまず日本人と同様に使える人材を欲しがるというギャップが生じているケースも
ある。海外大学から直接採用した社員は高い能力を持っていたが、定着させることが難
しいという反省を踏まえ、高度外国人材が定着する環境（報酬体系、キャリアステップ
の提示、既存の日本人社員の多様性に対する意識改革、予算確保など）を用意していく
ことが必要と考えている。 
 
第四項 株式会社東京スター銀行 
東京スター銀行は、旧東京相和銀行から営業譲渡により 2001 年に設立された第二地方銀
行である。当初は米国ファンドのローンスターが筆頭株主となって再生にあたり、その後日
本のファンドであるアドバンテッジパートナーズの傘下を経て、2013 年に台湾 CTBC（中國
信託商業銀行）が 100％株主となった。現在、日本では「ファイナンシャル・ラウンジ」と
いう店舗形態で、リテールに特化した金融サービスを提供している。  
 
ビジョン・採用の目的：親会社とのコミュニケーションとビジネス拡大のために必要 
管理部門に関しては、親会社である CTBC とスムーズなコミュニケーションができる人
材が必要であり、ビジネスにおいてはアジアを始めとした海外への展開およびインバウ
ンド（非居住者へのバンキングサービス）需要の取り込み拡大のためにグローバル人材
を採用したいという実務上のニーズが大きい。 
 
人材へのアプローチ：中国・台湾の留学生からの応募が多い 新卒については、説明会
-グループワーク-面接という一般的なプロセスで募集している。中国・台湾系の留学生
からの応募は多い。留学生向けのジョブフェアに参加したこともある。 
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選考基準と方法：日本語堪能な人材の応募が多いが、それほど日本語能力にはこだわら
ず 日本語の堪能な人材の応募が多く、採用面接などは日本語で行っているが、入行後
の上達も見込んで日本語能力にはそれほどこだわってはいない。主体性や専門性を重視
している。 
 
ジョブオファー：部門別、報酬体系など今後柔軟に検討 中途採用はジョブディスクリ
プションに基づき採用し配属しているが、新卒は一括採用して会社が配属を決める形。
ただし外国籍の学生は希望の仕事が明確な場合が多く、今後新卒に関しても部門別採用
を検討中である。その場合は日本人学生も同条件となる。報酬については、現状、新卒
社員は横並びのスタートだが、大学院卒やキャリア経験のある人材からは不満も出てお
り、これも今後見直していく可能性が高い。中途採用による社員の比率が 7割程度と高
いこともあり、人事制度は柔軟性を持って対応していく体制。 
 
定着のために：個別面談でフィードバック 外国籍社員とその上司それぞれに異文化理
解の研修を行った実績がある。また、外国籍の社員全員と人事で個別面談を行い、上司
とのコミュニケーションや業務のやりがいについての悩みなどをヒアリングしている。
ダイバシティマネジメントができているマネジャーとそうでないマネジャーの違い、周
りの同僚からのサポートの重要性等を認識することができた。面談後はマネジャーにフ
ィードバックを行い、場合によっては異動させることもある。来年からは、キャリアや
働き方に関する相談を受ける「ケアセンター」を発足の予定である。 
 
第五項 株式会社エスネットワークス 
エスネットワークスは日本の中小企業の経営サポートを行う独立系のコンサルティング
会社であり「CFO インフラを提供する」ことをミッションに掲げている。社員の多くは内外
の会計士、税理士等の資格を持ち、顧客企業に常駐して財務や会計及び経営戦略のコンサル
ティングを行っている。国内 200 名、アジアの海外拠点に約 100 名の人員を抱える。国内の
社員のうち約 10％が外国籍である。 
 
ビジョンと目的：海外拠点の経営を任せられる人材を 顧客企業のアジアでの事業展開
を現地でサポートするために、現在フィリピン、ベトナム、タイ、シンガポールの 4か
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国に拠点があり、将来それらの経営を日本で経験を積んだ現地出身の社員に担ってほし
いというビジョンがある。そのための人材を育成する目的で高度外国人材の採用を進め
ている。加えて、高度人材である外国籍社員が既存の日本人社員に刺激を与えて欲しい
という狙いもあるという。 
 
人材へのアクセス：日本の 2大学と密に連携 日本人向けの新卒採用、中途採用とは別
に、一橋ビジネススクール（ICS）と立命館アジア太平洋大学（APU）のキャリアマネ
ジメントオフィスと連携し、5 年ほど前から高度外国人材の採用に取り組んでいる。 
 
選考方法・基準：日本語能力と専門性のトレードオフで選考 外国人材の採用面接は英
語でも対応する。日本の中小企業が顧客であるため業務に日本語は必要だが、日本語能
力は入社後に獲得可能という経験則に基づいて、会計士資格などの専門性とのトレード
オフで選考する。採用決定の前には、出身国の先輩社員と昼食に行ってもらい人物や適
応性などを見極めるようにしている。グローバルインターンは費用的ハードルが高く、
今のところは行っていない。 
 
ジョブオファー：高度外国人材は直接専門部署に配属 新卒の社員は、当初 3年間は顧
客の異なる財務的ステージに対応する部署（事業創設期、成長期、M&A など）をローテ
ーションして経験を積んだ後に本配属、中途採用の場合は職種別で採用し直接配属され
るのが基本的なプロセスとなっている。ICU/API 出身の高度外国人材の場合は通常、直
接配属だが、年齢や経験によってローテーションのプロセスに入る社員もいる。報酬は
コンサルティング他社の水準も考慮しつつ、ある程度柔軟性のある成果報酬体系でモチ
ベーション維持に努めている。 
 
定着への取組み：孤立しないコミュニケーションを制度化 上司や人事部との個別面談
を定期的に行い、外国人材が孤立しないようなコミュニケーション体制をとっている。
社内旅行やバーベキュー大会などのチームビルディングイベントも多く行っている。 
 
第六項 株式会社 Pasona artnow 
Pasona artnow は 2010 年創業のスタートアップ（当初の社名は「株式会社エコ LOVE」）
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であり、空間プロデュースや各種イベント企画を手掛ける総合プロデュース業を手掛ける。
2013 年からパソナグループ傘下となった。売上高は約 7 億円。経済産業省の「高度外国人材
活躍 50 社」に選出されている。 
 
ビジョンおよび採用の目的：トップの哲学と事業の特性 「多様な人がいて新しいビジ
ネスやクリエイティブなアウトプットが実現する」という創業者トップの経営哲学が根
付いている。事業自体が、多様な視点からのインプットが必要な空間プロデュースやイ
ベントデザインであることも背景として大きい。 
 
アプローチ：パソナグループのジョブフェアを活用 パソナグループが開催している外
国人材の就職サポートイベント「JOB 博」が主なコンタクト方法。東京、大阪はじめ主
要都市で年間 6－7 回開催される JOB 博では日英 2 か国語でプレゼンテーションおよび
ブース説明を行い、資料も 2 か国語で作成している。語学指導等を行う外国青年招致事
業（JET プログラム）によるジョブフェアも活用しているほか、Gaijin Pot などのアプリ
も使っている。日本の新卒一括採用システムに乗るのは規模的にも難しく、殆どが中途
採用による入社である。 
 
選考方法・基準：専門性と企業フィロソフィーへの共感が重要 面接は日本語あるいは
英語で行い、専門性や経験（デザイン、音楽、ダンサー、PR マーケティングなど）及び、
オープンマインドな人物か、”Happy, Open, Flexible “という会社の哲学に共感しその中
で責任を持って仕事に取り組める人であるかを重視する。 
 
ジョブオファー：入社時から責任あるポジションに 特にジョブディスクリプションは
出さないが、面接時に仕事の内容を説明し明確にしてから採用する。当契約社員として
入社して 3－6 か月で正社員になるケースが多く、これは日本人も同様である。報酬や
役職は経験や年齢によるが、新規採用だからといって後輩扱いはせず、始めから責任の
ある役職に就くことも多い。 
 
定着への取組み：言葉は分かる人がサポート、各自の価値観を重視する文化 社内の文
書は基本的に日英併記であり、ミーティングは言葉の分かる人がサポートしながら皆が
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分断せずコミュニケーションが成立するように運営されている。オフィス内の「グロー
バルサロン」（Pasona artnow の一事業でもある）では日本人と外国人が常時交流できる
仕組みが構築されている。各自がそれぞれのパーソナリティを尊重する文化があり、人
材が定着するためには、好きな仕事か（interest）、得意なことをしているか（strength）、
成長できるか（growth）の 3 つの要素が重要であるとの考えから、これらを提供できる
ような環境づくりが意識されているという。 
 
第七項 欧州金融グループ日本法人 C 社 
欧州の大手金融機関の日本法人で、人事部は日本におけるグループ各社の人事を統括して
いる。日本オフィスの社員約 750 名のうち 20-30％が外国籍であり、その出身国は 13-15 か
国に上る。 
 
ビジョンおよび採用の目的：多様な社員がいることが経営の前提 歴史のあるグローバ
ル企業であり、多様な文化的背景の社員がいることを前提に経営がされている。価値観
が異なる一人ひとりをいかに統制しマネージしてビジネスの成果につなげるかという
ことが重要である。日本法人においては、日系を含む複数の金融機関との合併や提携の
歴史を重ねてきていることもあって、国籍や各人のキャリア経験からなる違いを認めた
上で、より良いパフォーマンスを実現するプロセスが企業文化の一部になっている。 
 
アプローチ：日本では新卒一括採用も。SNSやアプリも活用 新卒は年に 10-15 名程度、
国内外の大学から採用している。リクナビなどの一般的なプロセスを経て、最終的には
自社サイトから応募する形。特定の大学との提携等はしておらず、SNS やネットワーク
アプリなども活用し情報提供および情報収集を行うことが多い。中途採用はエージェン
ト経由が多く、欠員や部署拡張に応じてジョブディスクリプションを提示して募集する。 
 
選考基準と方法：専門性と能力優先。職種によっては日本語もその一つ 採用試験は応
募職種によって必要な場合（顧客・行政対応など）は日本語で行うが、IT やマーケット
関連の職種は特に日本語能力は問わず、専門性と能力を優先する。海外から学生向けに
は 10 週間程度の長期インターンシッププログラムがある。 
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ジョブオファー：新卒含め部門別採用、成果報酬が基本 新卒を含めて全て部門別採用
であるため配属も採用時に決定する。他の外資系金融機関同様に報酬は基本的に成果連
動である。 
 
定着への取組み：多様な価値観を受け入れ、長所を認め合う文化がある 新入社員には
クロスカルチャートレーニングを行うが、業務の現場においても、多様な価値観を受け
入れる企業文化が前提となっており、多様なメンバーがそれぞれの長所を生かして活躍
することでチームとしての成果が大きくなるという価値観が共有されている。社内には
社員が主体となって活動している様々なネットワーキンググループがあって（女性、手
話、LGBT、がん治療患者サポート等）、多数派でない属性や特徴を持つ社員の意識や体
験が共有される場にもなっており、また職場にはこれらの活動が推奨される雰囲気があ
る。 
日本人社員も多国籍の環境に刺激を受けている。専門能力は高いが英語が苦手だった 30
代のマーケット関連部署の社員が、本社出張時に思うように自分の意見を伝えられなか
ったことでショックを受けて帰国後奮起して学び、一年で話せるにようになった。多様
な視点のインプットの価値に気づき、自分もそこに参加したいというモチベーションが
大きかった一例と言える。 
 
第八項 中国通信機器メーカー日本法人 D 社 
世界各国で通信機器やネットワークソリューションを提供する中国籍グローバル企業。日
本法人の従業員約 1000 名のうちおよそ 30％が非日本人であるという。日本に R&D 拠点を
持ち、日本のサプライヤーとの協業も行っている。 
 
ビジョンおよび採用の目的：多国籍の人材がいれば多くの技術にアクセスできる 多国
籍の人材を雇用することで、その分多くの強みを得ることができ、会社の技術力や競争
力が上がるとの考え方で採用を行っている。主なターゲットは技術者であり、例えば日
本はカメラやセンサーの技術力が高く、ロシアは物理的分野で冷却技術などに強みがあ
る。 
 
アプローチ：大学研究室、エージェント経由で高度人材に貪欲にアプローチ 新卒一括
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採用は殆ど行っておらず、エージェントや社員の紹介、あるいはトップレベルの大学の
研究室とのつながりを構築して学生（日本人、留学生とも）に接触するケースが多い。
年齢や国籍による制限は設けておらず、日本のメーカーでの経験が長い 40-60 代の人材
を採用することも多い。 
 
選考方法・基準：エンジニアは日本語能力不問 技術者の場合は特に日本語能力は問わ
ず、英語での採用面接が可能。何よりも専門分野における能力を重視する。事務系の非
日本人材は、技術者マネジャー（多くが中国籍）との橋渡しやサポートにあたる仕事が
主となるため、バイリンガル（日英、日中）人材のニーズが高い。ただし日本の顧客対
応要員ではないので、日本語能力は N2 程度で問題ない。 
 
ジョブオファー：採用は職種別、報酬は高水準 採用は職種別で行うため、配属部署は
明確である。報酬については人材市場のレベルを意識して決められており、日本メーカ
ーと比較しても高水準と思われる。 
 
定着への取組み：フィードバックを採用プロセスに活かす 仕事のスピードと成果次第
では高い報酬を得られる体制で高度外国人材の定着を図っている。採用した人材の配属、
インセンティブ、評価のプロセスをフォローし、その実績（昇進した、あるいは退職し
たなど）を次期以降の採用プロセスに活かすべくフィードバックする仕組みがある。 
 
第２節 インタビューからの分析と考察 
第 3 章で立てた「何故日本企業で高度外国人材の採用が進まないのか」についての仮説、
及び想定した有効な施策について、インタビューの結果から有効性を検討し考察していく。 
 
1. そもそも高度外国人材採用のための取組みをしていない、あるいはやる気がない 
【想定した施策】高度外国人材を採用する目的を明確にし、マネジメントがコミットする 
想定した施策は有効と考える。インタビューを行ったほぼすべての企業において、具体的な
効果あるいは事業上の目的を明確にして高度外国人材の採用に取り組んでおり、またそれに
は当然トップが関与している。 
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2. 人材へのアプローチ不足（情報発信、情報開示をしていない、やり方が分からない） 
【想定した施策】インターン制度の活用、大学との連携強化 
各企業とも、自社の目的に沿った人材へのアプローチ方法を模索し実行していたが、想定し
た施策の有効性は必ずしも確認されなかった。長期のグローバルインターン制度は人材の能
力や適応性を測るのに有効ではあるが、費用的制約が大きく実行している企業は限られた。
国内の大学生向けに短期のインターンプログラムを持つ企業は多いものの、人材発掘への効
果については疑問視する声が多かった。大学との連携については、目的に応じて特定の大学
と密に接触するなど戦略的に行うのが良さそうである。他にも外部の人材紹介エージェント
やジョブフェア、ソーシャルメディアやアプリの活用など、企業の規模と目的に応じて多様
なアプローチ方法があることが分かった。 
 
3. 選考・採用のプロセスが日本人向け「新卒一括採用」のままである 
① 試験や面接がすべて日本語であるため、日本人並みの日本語能力が求められる 
【想定した施策】英語で採用試験や面接が受けられる体制にする 
日本語での面接に関しては、インタビューした各社とも柔軟に対応する体制を持っており、
有効性は確認できたと考える。各企業とも新卒一括採用は行っているが、並行して中途採用
やグローバル採用のルートを設定しており、また新卒採用に関しても英語での受験や面接が
可能など柔軟運用をしている企業が多かった。日本語能力が必須という職種でも、言語は入
社後の習得を見込み、他のスキルとのトレードオフで総合的に判断して採用するという企業
も複数見られた。 
 
② 体力や協調性を重視する傾向があるため、多様性・個性が評価されにくい   
【想定した施策】採用時の選考基準を見直し、多様な価値観、個人のスキルを尊重する 
大半が個人の専門的能力を最も重要視するとしており、想定した施策の有効性はあると考え
る。面接官の主観的な感情が入らないように客観的事実にのみ基づいて判断できるように面
接方法を工夫する企業もあった。既に他国籍の人材からなるグローバル企業では、人材採用
においても、他の人にない長所に焦点を当てて評価するという姿勢があるようだった。 
 
③ 部門別、職種別採用になっていないため、入社後にどのような仕事をするのか不安 
【想定した施策】職種やジョブディスクリプションを明確にして採用にあたる 
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大手のグローバル企業は新卒学生を含めて部門別採用が主となっており、職種を明確にして
採用することは高度外国人材の採用に際して有効と言えよう。一括採用後に会社が配属する
体制を取っている企業においても、人材側のニーズが変化してきていることを認識しており、
部門別・職種別の採用に関して今後検討するとしていた。 
 
4. 配属が専門性を活かしたものになっておらず、入社後のモチベーションが保ちにくい 
【想定した施策】職種別採用と連動させ、専門性を活かせる配属をする 
採用時における職種の明確化と同様に有効と考える。大手グローバル企業は、部門別採用と
連動して応募時の希望部署に配属しすぐに活躍できる体制となっている。部門別採用に関し
ては検討中の企業も、採用ルートによってはジョブディスクリプションを提示して募集する
など、柔軟に対応する準備はあるようであった。 
 
5. 入社後のサポート体制が整っておらず、外国人材が職場になじめずに離職につながる 
【想定した施策】日本語習得・異文化理解の研修や場を多く設ける 
外国人社員を対象とした日本語習得研修については各社行っているが、それだけでコミュニ
ケーションの問題が解決されるわけではないようで、有効性は確認できなかった。寧ろバイ
リンガル社員や日英併記書類などのサポートが外国人社員の働きやすさに大いに役立って
いるという発見があった。異文化理解研修や交流イベントなどは各社なんらかの形で行って
おり、特に継続的に行っている企業では多様性を受け入れる文化の醸成に繋がっている模様
であった。 
 
6. 評価・報酬のしくみが不明確（年功序列）であることで、モチベーションが保ちにくい 
【想定した施策】評価基準や報酬制度の透明性を上げ、仕事の成果と連動する仕組みを構築
する 
インタビューを行った企業のうち多くが成果報酬制度を取り入れており、施策は有効と考え
る。先進技術など高いスキルを有する人材には入社時から高額報酬で採用するケースもある
とのことであった。従来の日本型報酬制度を取っている企業でも、高度人材に対する報酬の
柔軟性は検討の必要があるとの認識を持っていた。 
 
以上、仮説に対して想定した施策の多くは、実際に高度外国人材を積極的に採用している
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企業において行われていたが、そのうちいくつかについては、必ずしも有効性を確認するこ
とはできなかった。また、費用の面から難易度が高いと想定した施策（英語での採用面接、
成果連動報酬）は必ずしもそうではなく、人事の現場では柔軟性をもって実行されているこ
とが分かった。加えて、インタビュー前には想定されなかった具体的な取組みを知ることが
できた。図表 23 は仮説ごとに想定した施策と、ケーススタディから考察される有効性や新
たな発見を一覧にしたものである。 
 
図表 23：企業インタビューを受けての仮説の検討と考察 
 
（出所）筆者作成 
 
 
第５章 結論 - 高度外国人材の採用に有効な要素 - 
第一節 ケーススタディを経ての新たな枠組みと本研究の結論 
ケーススタディからの考察を経て、高度外国人材の採用に関する新たな枠組みを得た。一
つは、採用は通常人事部の業務であるが、これまでと違う外国籍の人材を選考し自社の戦力
とすべく採用するためには、経営トップが全社課題と認識して関与し、会社全体を変革する
くらいの覚悟が必要である、ということである。二つ目は、採用プロセスの仕組みや取組み
の改善はもちろん必要であるが、寧ろ入社した人材を活用するための仕組みや取組みが、採
仮説
高度外国人材が採用できてい
ない理由
想定される有効な施策
想定した
難易度
企業インタビューを受けての考察
1 そもそも取組みをしていない
高度外国人材を採用する目的を
明確にし、マネジメントがコ
ミットする
低 有効
ほぼ全ての企業において、事業上の具体的な目的を明確に
して高度外国人材採用に取り組んでおり、それにトップが
関与している
2
人材へのアプローチ・情報発
信
インターン制度の活用、大学と
の連携強化
中
短期イン
ターンは効
果疑問
長期グローバルインターンは有効だが費用的制約が大き
く、短期インターンは効果に疑問符。大学との連携は、目
的次第で戦略的に行うのが良さそう。他にもエージェント
やジョブフェアなど多様なアプローチ方法あり
3-①
採用試験・面接における日本
語要件が厳しい
英語での試験や面接を選択でき
る体制にする
高 有効
多くが英語で面接可。職種により専門性と日本語能力との
トレードオフで、柔軟性を持った選別が有効か
3-②
選考時に協調性や体力を重視
する傾向
採用時の選考基準を見直し、多
様な価値観、個人のスキルを尊
重する
中 有効
大半が個人の専門的能力を最も重要視。面接官の主観的な
感情が入らないような工夫も。グローバル企業では、多様
性（個性）を歓迎する姿勢
3-③
採用時に配属先が分からず、
入社後にどのような仕事をす
るか不安
職種やジョブディスクリプショ
ンを明確にして採用にあたる
中 有効
グローバル企業（大手）は新卒を含め部門別採用が主。従
来型制度の企業も、人材のニーズ変わってきており今後検
討していくとのこと
4
専門性を活かした配属になっ
ていない
専門性が活かせる配属を行い、
キャリアプランを描きやすくす
る
中 有効
部門別採用企業は応募時の希望部署に配属、すぐ活躍でき
る。採用ルートによってはJDを提示など変革中の企業も
5
入社後のサポート体制の不備
（言語・文化等）
日本語習得・異文化理解の研修
や場を多く設ける
中
研修だけで
は不十分
日本語研修は各社行っているが、それだけでコミュニケー
ション問題の解決は難しく、寧ろバイリンガル社員や日英
併記書類などのサポートが有効か。異文化理解研修やネッ
トワーキングイベントは継続することが文化醸成に有効か
6
報酬・昇進基準が不明確（年
功序列賃金体系）
報酬制度や評価基準などを明確
にし、仕事の成果と連動する仕
組みにする
高 有効
多くの企業が成果報酬制度を取り入れており、優秀人材に
は入社時からの高額報酬も。そうでない企業はモチベー
ション維持のために必要との認識で検討中
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用自体を継続的に成功させる鍵となるということ、更に、そのように高度外国人材が活用さ
れモチベーションを持って働ける組織であるためには、当の外国人材を対象に研修を行う、
待遇を変えるといったいわば対症療法的な施策のみではなく、職場における多数派である日
本人社員の意識や価値観を変革する取組みが有効であるというのが三つ目の気づきである。 
高度外国人材の採用を増やすために必要なことは何か、というリサーチクエスチョンに対
しては、１）前提としての経営トップのコミットメント、２）高度外国人材を採用する事業
上の目的を明確にすること、２）採用した人材が定着するための環境整備にリソースを割く
こと、３）目的を達成し続けるために採用プロセスへのフィードバックシステムを持つこと、
の 4 つの要素を結論としたい。以下、これらの要素について具体的な施策を交えて述べる。 
 
第二節 高度外国人材の採用に有効な要素 
第一項 前提としての経営トップの関与は不可欠 
日本企業が高度外国人材の採用を推進するためには、大前提となるのは経営トップのコミ
ットメントである。これまでに日本人男性を中心として運営されてきた日本の組織において、
異なる文化的背景と経験を持つ高度外国人材を採用し雇用していくためには人材採用のプ
ロセスのみならず、社内の制度や組織の変革が求められ、伴って人的、時間的資源が必要と
なる。報酬制度の柔軟性を確保するためには、短期的には人件費が増加するであろうし、高
度外国人材の採用を長期的に続けていくためには、日本人社員も含めた企業文化の変革、価
値観の転換が必要とされるかもしれない。トップをはじめとする経営陣はこれらを見通し、
高度外国人材の採用は会社の発展のための長期的視野での投資であるとの認識を持って採
用に関与する姿勢が必要である。 
 
第二項 なぜ高度外国人材を採用するのかという事業上の目的を明確にした上で、目的とリ
ソースに合った採用戦略を実行する 
ケーススタディ企業においては、高度外国人材の採用の目的として「グローバル競争にお
いて勝ち残るための優秀な技術者が必要である」（三菱ふそう、電機メーカーA 社、中国メ
ーカーD 社）、アジアでの事業展開を進めるための現地出身かつ日本でも経験を積んだ人材
が欲しい（エスネットワークス、東京スター銀行）など、直接的な事業上のニーズを挙げる
企業が多く、それはいずれもその企業の長期的な発展にとって重要かつ切実なものであった。
「ダイバシティが世の中のトレンドだから」「日本人だけでは人手が足りないから」といっ
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た理由で採用に臨むよりも、人材へのアプローチ、選考、配属のプロセスにおける戦略が立
てやすく、選考基準も明確になり結果として効果的な採用に繋がる可能性が高くなると考え
られる。 
まず人材へのアプローチのプロセスでは、例えば「優秀な技術者が必要」という目的のた
めには、技術力の高い大学の研究室との関係を構築して学生との接触を増やすといった戦略
が取られるだろうし、アジアの国の会計制度やファイナンス知識のある高度人材が欲しいと
いうニーズがあれば、エスネットワークスのケースのように、アジアからの留学生が多く在
籍するビジネススクールと連携して採用活動を行うという施策が打てる。  
人材選考のプロセスにおいても、目的が明確であれば、おのずと専門性や経験といった具
体的な項目が評価の中心になるであろうし、優先度の高いスキルを持つ人材ならば、日本語
能力の不足に関しては柔軟に対応するといった方針が採られるだろう。 
こうして選考した高度外国人材へのジョブオファーの段階では、競合他社に持っていかれ
ないための報酬水準や、モチベーションにつながる配属を考慮することになる。インタビュ
ーを行った中で、独自のプロセスで高度外国人材を継続的に採用し、事業の競争力の源泉と
している大手企業 4 社（三菱ふそう、電機メーカーA 社、欧州金融グループ C 社、中国メー
カーD 社）の報酬システムは全て、基本的に成果連動である。小規模な企業においても、エ
スネットワークスでは業界他社の報酬水準を意識柔軟性のある給与体系を準備することで
リテンションを図っており、Pasona artnow では入社当初から責任のある役職をオファーす
ることで、当人のモチベーションを高めているとのことであった。 
人材へのアプローチ、選考、ジョブオファーのプロセスにおける各社のこれらの取組みは、
なぜ自社が高度外国人材を採用したいのかという目的から発している。個別の取組みを全て
行えば良いということではなく、採用の目的と自社のリソースに合った方法を見極め、戦略
的に実行していくことが有効であると考える。 
 
第三項 人材が定着するための環境整備（業務上の現実的なサポートと組織文化の醸成） 
本稿の研究範囲は「高度外国人材の採用」であるが、インタビューを進める中で採用プロ
セスそのものに関する方法論以上に、採用された人材が定着し活躍できる職場環境が整って
いることが採用そのものの成功にとって重要な要素であるということが明らかになってき
た。考えてみれば当然のことではあるが、採用した人材が職場に定着せずすぐに辞めてしま
っては、事業上の切実な目的を達成することは叶わないうえ、高度外国人材が定着しにくい
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職場であるという情報が広がれば、新たな人材の採用にも支障が生じる。よって採用を成功
させるにあたっては、彼等が入社後に働く職場環境の整備のための取組みが、明確な目的を
持つことと同様に重要であるとの結論に至った。具体的な施策は、業務上のサポートや待遇
面における現実的な施策と、日本人社員を含めた組織文化の醸成や風土改革に分けられる。 
 
1. 現実的な施策  
①「翻訳」サポート 
高度外国人材が日本企業で能力を発揮して働くうえで、日本人社員とのコミュニケーシ
ョンは避けて通れない。第 3 章で見てきた日本企業へのアンケート調査では、採用のため
の取組みとして外国人社員への日本語習得研修等を上げる企業が多く、筆者も当初の仮説
では有効な施策の一つと考えていた。しかし日本語は外国人が習得するには最も難しい言
語のひとつと言われており、外国人社員が全て日本人並みの日本語能力を習得することを
期待するのは現実的ではないようだ。インタビュー先の企業のうち、三菱ふそう、電機メ
ーカーA 社、中国メーカーD 社では、日本語と英語、あるいは日本語と中国語を解するバ
イリンガル人材が、外国人社員と国内顧客担当部署などのコミュニケーションをサポート
することで彼等が入社当初から専門性を生かして働ける環境があるとのことであった。バ
イリンガル社員が、単なる言葉の通訳・翻訳に留まらず考え方や文化の違い、社内の暗黙
知を踏まえての「翻訳」も担ってくれることが外国人材の安心感につながっていると考え
られる。外国人社員への日本語研修も必要であろうが、このようなバイリンガル人材を確
保し育成することは、高度外国人材の採用および定着に直接的に有効であると考える。そ
のための人件費の増大は予想されるが、リソースに適した対応は可能と思われる。Pasona 
artnow の例では、多国籍の社員から成るチームのミーティングでは、各自が分かる言語で
お互いのコミュニケーションをサポートする、社内の文書は日英併記にするなどの工夫に
よって、多様な人材による多様なインプットをビジネスに生かしているという。 
 
② 個別面談で孤立を防ぐ 
言葉の問題に加えて、入社した当初はマイノリティである場合が多い外国人材が孤立せず、
上司や同僚と良い関係を築き安心して働いているか、人事部がケアする体制も有効と考える。
東京スター銀行では、人事担当者が外国人社員一人一人と行った個別面談を経て、上司との
コミュニケーションにどうしても難があると判断された場合には異動させるといった対応
50 
 
もとっていた。またエスネットワークスでは、新たに入社する社員を同郷の先輩社員が昼食
に連れ出すよう人事がアレンジする、といった細やかな対応をしていた。これはジョブオフ
ァー前の対応であるが、入社後に孤立する状況を防ぐのにも有効であろう。 
 
③ 客観的基準による人事評価と市場を意識した報酬 
高度人材が定着するには、入社後も納得できる報酬制度で成果に報いる体制が必要である。
採用時のオファーの項でも述べたようにインタビューを行った企業の大半、特に大手グロー
バル企業は全て成果報酬体系を採っていた。旧来型の年功序列による賃金体系では、採用時
のみならず採用後の人材確保に関しても、雇用市場での競争力を維持するのは難しくなって
くると思われる。 
 
2. 組織文化の醸成・風土改革 
① 日本人を含めた異文化理解研修やネットワーキング 
バイリンガル人材の育成、報酬体系の柔軟性など上記の現実的な施策を有効に行うに
は、高度外国人材と共に働く日本人社員の意識変革も必要となる。インタビュー対象の各
社が行っている、他国の文化や習慣を学ぶ異文化研修も有効と思われる。これらは当然な
がら外国人社員のみを対象とするのではなく日本人社員を含めて行うことが重要であろ
う。欧州金融グループ C 社へのインタビューでは、殆どの社員が何らか参加していると
いう社内の様々なネットワーキンググループ（女性社員、LGBT など人材ダイバシティに
関連するもの、各種ボランティア活動など）の活動が印象的であった。社員が主体で行っ
ているものを人事部が統括して運営をサポートしており、会社としても推進している。長
く継続しているこれらの活動が、国籍に限らず、多様な条件や価値観を持つ社員がお互い
の違いを学び、受け入れ、楽しむ文化を創り上げるのに一役買っているという。 
このような活動を継続して企業文化の一部にしていくためには、やはり前提としてのト
ップのコミットメントが必要となる。 
 
② コンフリクトマネジメント 
これまで日本人男性を中心とした同一性の高い価値観で運営されてきた組織であれば、
他国籍の社員を受け入れる風土改革の過程において、様々な衝突や非協力といった負の効
果が生じることが考えられる。Bruce Tuckman (1965)によるグループ発展モデルによると、
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チームやグループは直線的に発展するのではなく、１）チームが形成される”Forming”の
ステージ、２）緊張や衝突が生まれる”Storming”のステージ、３）メンバーによって規律
が作り出される”Norming”のステージ、４）成果が出る”Performing”の４ステージを経る
と言う。“Storming”はネガティブな印象を与えるが、健全な組織の発展には寧ろ必要なス
テージであるとされる。 
Tuckman のモデルは本来プロジェクトチームのような少人数から成るグループを想定
したものだが、高度外国人材を採用する企業が多様性を受け入れる文化へと変革するプロ
セスにも当てはまるのではないだろうか。日本企業が外国人材を採用した結果、多様な視
点や考え方が入ることで議論がまとまらずに意思決定に時間がかかる、衝突が起きて職場
の雰囲気が悪くなる、更には適応できないメンバーの離職といった、それまでにはなかっ
たような葛藤が生じ、日本人のみの組織に比べて”Storming”の底がより深くなることも
あるかも知れない（実際に、一度高度外国人材の採用にかじを切ったが入社後の彼らの離
職率が高く、採用の方針を見直したという日本企業の例も聞く）。 
ここでも「高度外国人材の採用は目的の達成のための長期の投資」として試行錯誤をし
ながらも継続し、より高い”Norming”及び” Performing”のステージへの到達を目指すと
いうトップのコミットメントが必要である。衝突や葛藤は変革への一プロセスであると認
識し、これまで述べてきた「翻訳」サポートや個別面談なども行いながら、現場のマネジ
ャーや人事部を巻き込んでコンフリクトマネジメントを行うことが重要と考える。現場の
マネジャーに対するコーチングスキルの研修や、状況によっては外部のコーチやコンサル
タントの力を借りるのも有効であると思われる。 
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図表 24：チーム形成モデルとコンフリクトマネジメント 
 
（出所）Bruce Tuckman (1965)を参考に筆者作成 
 
 
③ 報酬制度をはじめとする、制度と働き方の柔軟性 
現実的な施策③で述べた、高度外国人材がモチベーションを持って働くための客観的評価、
市場を意識した報酬制度は、外国人社員のみでなく日本人社員にも適用されることとなる。
ただし従来の年功序列型を望む社員もいると思われるため、移行期の措置として従来型と成
果報酬型（年俸制）の選択制とする方法も考えられよう。報酬以外にも、生活習慣や文化・
宗教的違いから勤怠管理やリモートワーク他、企業は様々な変革を求められる可能性があり、
制度の複雑さが増すことが想定される。しかしそれらの取組みによって組織やプロセスの柔
軟性や様々な問題への対応力が増し、また多様な人材を引き付ける組織となるといった多様
性がもたらす有効性（Cox and Blake, 1991）の効果を期待することができよう。 
 
第四項 採用プロセスへのフィードバックシステム 
高度外国人材の採用を事業の発展につなげて目的を達成するためには、一時的ではなく継
続的に採用を行っていく必要がある。これまで述べてきた採用プロセスにおける施策や制度
改革、企業文化の醸成をすべて一気に実行し成功させることは困難であり、それぞれのプロ
セスを繰り返しながら改善しシステムとして構築していくべきものとなるであろう。インタ
ビューを行った中で中国メーカーD 社が強調していたのが、採用した人員の入社後の評価や
53 
 
業務における実績を管理し、どのような人材が同社に適応し成果を上げているか、あるいは
どのような人材が定着せずに辞めてしまったか、等を採用部署にフィードバックし、次の採
用サイクルに生かしているということであった。グローバル人材となるべき人材をカテゴリ
に分けて採用戦略を立てている輸送機メーカーB 社では、どのカテゴリの人材が同社に適応
性が高いかなどを分析し、今後の人材へのアプローチに生かしていきたいとしていた。また、
バイリンガル社員が活躍する三菱ふそうでは、高まっているバイリンガル社員への負荷を緩
和するために、今後採用する人員構成のバランスを再考するとのことであった。  
このように採用のプロセスを運用しつつ、既に採用した社員の実績や離職率、他の社員と
の融合やコンフリクトの程度など現場の状況をフィードバックすることで、採用システム全
体を進化させていくことができるのではないかと考える。 
 
 
図表 26：高度外国人材の採用に有効な要素 
 
 
（出所）筆者作成 
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第二節 本論文の限界 
本稿では、なぜ日本企業における高度外国人材の雇用が低水準に留まっているのか、雇用
促進のために企業はどうすべきかというリサーチクエスチョンに基づき考察を行った。あく
までインタビューに基づいた事例研究であり、ここで得られた結論を一般化するには至って
いない。しかし高度外国人材の採用に積極的な企業、先進事例となり得る企業等 8 社へのイ
ンタビューから、日本における外国人材の雇用に際しての課題、および有効な取組みへの考
察を得ることができた。更に、採用した人材を企業に定着させ、活躍してもらうためのマネ
ジメントの姿勢、組織文化の重要性についても新たに学んだ。一方、インタビュー事例をよ
り多様な業種に広げ、失敗事例についても加えることができれば更なる発見があったかもし
れないという反省もある。 
本稿では、高度外国人材の「採用」のプロセスに焦点を絞って研究を行ったが、採用され
た人材を企業が育成し、多様性の効果を実現するためには何が必要となってくるのかという
点も興味深い。また事例研究を進める中で、外国人材の採用・活用と共に、日本人社員をグ
ローバル人材として育成することも各社の課題であるということを改めて認識した。今後こ
れらの範囲にまで広げた研究が深まっていくことを期待したい。 
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